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成長する「韓国経済」
後　藤　昭　八　郎
1　は　じ　め　に
　第2次世界大戦後，アジアには多くの新らしい国家が出現し，アジアにおける「不安定性」の根源
をなしている。「前近代的なもの」を否定して，「新らしいもの」を形成しようとするとき，そこに
は不可避的に政治的・経済的不安定性をともなうことは，世界歴史の示すところである。
　李王朝の未期に，商業資本および高利貸資本がようやく「資本主義的芽」をふきだそうとしながら
も，第2次世界大戦の終結にいたるまで近代資本主義型態に成長発展することのできなかった韓国は
大戦の終結と同時に，新時代を迎えた。しかしはやくもig50年6月25日には「朝鮮戦争」が勃発し，
200万もの人命を失い，全国土は焦土と化し，あらゆる経済基盤を失ない，いわぽゼロから「自立経
済建設」へ直面しなければならなかったのである。
　歴史上，独立した統一国家を形成し，いまだそれを公認されたことのないこの民族にとって，「南
北統一」は民族的なconsensusである。だが多くの要因に阻止され，統一への道は遠く，瞼しい。し
かも1966年以来，再び38度線の緊張は一段とたかまり，アジアの不安定性にまた1つ輪をかけようと
している。
　「南北統一問題」について，朴大統領は「祖国の統一は，感情ではない理性の判断と単純な祈願で
はない科学的な努力によって引き続き推進されなけれぽならない」とのべ，まず自力による統一に
は，「経済自立」が不可欠の条件であり，「経済自立」こそ統一への一里塚であると強調している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ）
　1961年5月の「第2革命」，によって誕生し，63年の自由選挙によって第3共和国を樹立している
朴政権の「南北統一」についての基本的な態度は，　「経済建設と民主的な力の培養」を大前提として
いる。したがって1962年から66年にいたる「第1次経済5力年計画」および1967年から71年にいたる
「第2経済5力年計画」はともに「南北統一」への一里塚である。それだけに「経済建設」にかける
韓国国民の気魂には逞しいものがある。
　本稿は，このように「南北統一」の一里塚とされている「第1次経済5力年計画」（計画期間1962～
1966年）の成果と「第2次経済5力年計画」（計画期間196ア～1971年）の問題点を検討するのが目的であ
る。
（2）
　注
　（1）南北統一問題に関する最近の見解としては，1966年8月】5日の「光復節記念式」における朴大統領演説お
　　よび1967年の朴大統領「年頭教書」がある。
　（2）本稿は，明治大学社会科学研究所，昭和41年度・特別研究課題「極東地域の産業開発と日本経済の地位に
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ついて」の一環としてとりあげられた「韓国政治経済の実態調査」に負うところが大きい。「韓国調査班」
は団長・中川富弥教授，加藤隆教授，富田信男教授そして筆者からなり，昭和41年7月19日から約2週
間にわたって「経済企画院」，「韓国銀行」をはじめ主要官庁および財界主要人，政党を訪問し，多くの教示
をうけた。また都市，産業地域，農村を訪問し，韓国の実態について認識を新らたにしたのであるが，限ら
れた期間と資金のため，満足のいく成果をあげることはできなかった。われわれの調査旅行に際し協力を惜
まなかった在韓日本国大使館の方々，とくに木村大使と塚本一等書記官に改めて厚く御礼を申し上げる次第
である。
2　1961年以前の経済
　朝鮮戦争停戦後，韓国は新らしく経済開発の緒につかねばならなかった。停戦後の韓国経済の開発
過程は，つぎの3期に分けることができる。第1期は戦災復旧の時期であり，第2期は戦後のインフ
レーションがやや落ちつきを示す安定化の時期であるが，どちらかといえば，経済活動力が沈滞した
時期である。第3期は，計画的に経済を運営しようとする計画期である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＞
　1復興期　（1954～57）
　2　安定化期　（1958～61）
　3計画期　（1962～）
　復興期の経済は，高い成長率を示すのが，一般的である。韓国経済においても復興期は，停戦後の
混乱状態にもかかわらず，国民総生産（GNP）は57年の8．　1％を最高に，そして56年のL1％を最低
にして，年平均成長率5．5％で成長した。
　工業生産は，最高が56年の22．4％，最低が57年の15．4％で，年平均成長率は19．　1％と高い成長率で
ある。しかしこの期間は卸売物価が最高80，9％，最低16．2％という騰貴率で推移しているように，激
しいインフレーショソの時期であった。
　1958～61年にかけては，戦争による破壊の傷跡が大きかったことはいうまでもないのであるが，社
会的・政治的に大きく激動したため，復旧期の回復テンポは衰えている。
　GNPの成長率は，最高が58年の6．5％，最低が60年の2，5％で，年平均成長率は4フ％とな1），
卸売物価の騰貴率は年平均5％の水準に落ちつき，工業生産は年平均9。9％の率で成長し，比較的に
安定した成長過程を示した。たしかに前期に比較して安定化への時期を形成しているけれども，決し
て健全な安定性の体質をもつ経済ではない○
　農村には，伝統的な貧困と無気力が支配し，朝鮮戦争によって，蓄積した資本と生産設備は破壊さ
れ，生産資材の供給も大部分を外国援助に依存しなければならず，しかも円滑に供給されなかっkぼ
かりか，「産業復旧優先政策」によって，外国援助をふくめた投資はもっぱら工業部門に投入された
ため，農業生産は低下した。のみならず，復旧期のインフレーション防止の圧力は「低穀物価格政策」
となって農業部門に過重な負担を課したため，農民の生産意欲は沈滞し，生産性は低下し，食糧不足
を招き，莫大な食糧事情の悪化をきたしたのである。1961年には，農業人口は全人口の70％を占めて
いるが，1戸当りの年平均所得は41万8，100Wであるのに対し，麦出額は45万2，500Wであり，毎年
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3万4，400Wの負債をかかえていたのである。農家家計は高利貸の重圧を避けることはできず，慢性
的な赤字に悩まされ，累積的に困窮化するのみであった。また1960年末の失業は250万人1，c達すると
推定され，1人当りの平均所得は約70ドルにすぎず，しかもそのうちの67ドルだけが生産所得であ
　　　（2）
って，残りの3ドルは外国援助による所得であったのである。
　このように，1945～61年までの韓国経済は混乱と沈滞をつづけ，国内資源の不足，技術不足，急激
な人口の膨張などのため，外国援助資金による消費財，原材料の輸入，米国余剰農産物の導入に全面
的に依存し，これを抜きにしては韓国経済を考えることはできないほど碕形的なものであった。外国
援助の多くは喰いつぶされ，「経済自立」への基盤は全く疎かにされたのである。きびしい信用統制
によって，インフレーショソは下降したとはいえ，「インフレ心理」は依存として根強く持続され，
為替レートは実勢と大きく乖離していった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　経済構造は利潤率の高い消費財産業部門と滴業部門のみ拡大して，末端肥大症的状態となってい
た。そこには，経済運行の円滑な累積的拡大機能が作動するはずがない。
　このような経済構造上の矛盾は一朝一夕に解消しうるものではないが，1962年には，韓国経済開発
の過程に新しい時代を迎えたといえよう。というのは，1962年には国民の創意と努力を結集して，韓
国経済史上はじめて「第1次経済5力年計画」が実施されたからである。
　国民経済の運行を計画的に操作しようとする傾向は，第2次世界大戦後の一般的傾向である。とく
に国内管理能力にとぼしく，機構が不備である開発途上の諸国においては，払底する資源を効率的に
配分し，稼働するためには，経済計画を樹立して，開発を推進しなければならない。
　韓国においては，すでに自由党時代末期から数回にわたって長期経済計画の必要性が認められてい
たのであるが，いずれも実施の段階にいたっていなかった。
　第1次経済5力年計画は「貧困の悪循環」を絶ち，対外依存の経済構造から脱出し，「自立経済へ
の基盤」を構築するため，工業化の推進を基本的目的として，（1）電力，石炭などのエネルギー資源の
確保，（2）農業生産力を増大し，農業所得を高め，国民経済の構造的不均衡の是正，（3）基幹産業と社会
間接資本の拡充，（4）遊休資源の活用，とくに雇用の増大，国土の保全と開発，（5）輸出を振興し，国際
収支の改善，（6）技術振興などを重点的施策とし，内外資金24億ドルをもって韓国経済の自立化を目指
し，年平均成長率6．　8％を目標として掲げたのである。
　　　　　　　　　（4）
　注
　く1）韓国経済企画院，Progress　and　Prospects　of　The　Korean　Economy，1966．このReportは韓国経済企
　　画院が1966年5月ロソドンで開催された「韓国援助協議グループ」における予備会談での経済報告である。
　（2）韓国経済企画院。
　（3）　これについては，日韓経済協会「韓国外貨政策の推移と問題点」　（昭和40年8月25日）に詳しい。
　〈4）当初の第1次経済5力年計画の年平均成長率は7，1％を目標に掲げていたのであるが，1964年の計画修正
　　によって6．8％に引き下げられている。
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3　第1次計画期における経済規模の拡大
A　GNPの成長率と新産業の導入
　一国経済の着実な発展は，経済運行のメカニズムが累積的に，しかも円滑に拡大的に機能してはじ
めて可能である。この過程において社会的・政治的諸要因の作用をうけることはいうまでもない。と
くに開発途上の諸国の経済のばあいには，経済運行のメカニズムが十分自己強化的に作用しないだけ
に，これら要因によって成長阻止的作用を強くうける。しかし韓国経済のばあい，他の開発途上の諸
国とことなって，これら経済外的要因のいくつかは（教育水準労働の質）成長促進的に作用しうる水準
にある。したがって第1次計画期の経済の成長はこれら要因をふくめた総合成果であるが，新産業の
導入，輸入代替産業の振興などにみるように，第1次経済計画の成果によるところが大きいことは否
定できない。もちろん無理おし気味の「計画」であっただけに，資金計画の失敗から1964年には成長
　　　　（1）
政策から安定化政策への転換を与儀なくされ，「金利の現実化」，「租税の現実化」などのいわゆる
「現実化政策」と「貿易の自由化」，「変動為替レート制度の採用」，「国際金融機構への参加」，「外
国銀行の国内進出」などの「自由化政策」および「公示価格解除」，「公正取引法の制定」などにみら
れる「安定化政策」を導入した。これら政策は，若干の摩擦と混乱を起しながらも，韓国経済の体質
の改善に貢献していることは事実である。
　「為替レートの現実化」は輸出の増大と輸入代替産業の成長を促進しており，「金利の現実化」は
国内資金の動員に寄与し，イソフレーション圧力を緩和している。　「物価」は第1次計画の政策目標
として提示されてはいなかったけれども，卸売物価指数をみると，62年は前年比9．4％，63年20・6
％，64年は「変動為替レート制」の採用により，為替レートは130対1から270対1となり，34．7％・
65年は10％，66年には7．6％となり，卸売物価は安定化しはじめている。このような卸売物価の安定
化に支えられ，65年9月の「金利現実化政策」によって貯蓄は，61年未98億W，64年350億W，65年末
473億W，66年10月末909億Wに著増している。これら貯蓄は計画期間中に導入された外資8億7，816
万ドルとともに産業建設資金に投入されたのである。
　　GNP成長率　表（3－1）　　　1962年から66年にかけてのGNPの成長率は年平均8・5％である。
　　　成長率Il　　成長率　　すなわち1962年に4・1％，1963年に9・3％，1964年に8・9％，1965年
　　　　　　‘］
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（注）　1960年価格基準Q
（出所）　韓国銀行。
it＝　8．　0％，1966年に11．9％である。これは，復旧期の年平均成長率
5．5％はもとより，計画目標成長率6．8％をも上回っている。
　いま人口増加率2．7％を考慮に入れた1人当り国民総生産をみると，
5．8％の成長率となる。こうして1966年の1入当り所得は3万1，000
Wに達し，U4ドルとなった。成長率は経済規模が拡大するにつれて
鈍化する傾向があるが，韓国経済のばあい，1人当り所得の成長率を
加速化することのできる余地がある。それは，所得の向上と家族計画
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の推進によって人口増加率を鈍化しうる可能性があることである。
　このようなGNP成長率をもたらした産業部門別の成長率をみると，鉱工業部門が年平均成長率
15，3％でもっとも高く，農林・水産業部門と社会間接資本，その他サービス部門はそれぞれ4．8％で
成長し，農林・水産業部門のGNPの成長率に対する寄与率は前年よりも低下している。
　工業部門の急速な成長は，産業部門間の構成比に変化をもたらしている。1960年以後，・工業部門で
最も著しい施設の拡大をみたのは，化学肥料とセメントである。
　肥料部門は，1960年には年産8万5，000トン規模の忠州尿素肥料工場しかなく，毎年4，000万ドル
から6，000万ドルの外貨を使って化学肥料を輸入しなければならなかった。韓国経済の開発において
肥料部門の占める比重は大きく，肥料の円滑な供給なくして韓国経済の開発は不可能であるといえよ
う。ところが韓国における肥料工業は1931年にはじまり，北朝鮮の興南にある窒素肥料工場が最初で
ある。これにつづいて三防開発株式会社の三防工場，朝鮮化学工業株式会社の順天工場，仁川工場，
王子製紙の木浦工場が建設され，年産80万トソの規模であった。しかし，第2次大戦後，韓国には朝
鮮化学肥料，王子製紙などの小規模工場のみで，終戦直後の生産能力はわずかに6万2，500トンにす
ぎなかった。韓国に化学肥料工場らしい工場が建設されたのは，1961年の忠州肥料工場である。つづ
いて1963年に羅州肥料工場が完成したのであるが，国内需要の約20％を充すにすぎなかった。このた
め1956年には，AID借款2，420万ドル，韓国政府および米国SWIFT投資団がそれぞれ1，000万ド
ルを出資した韓米合弁会社，第3肥工場の建設が着工され，1967年3月に竣工し，複合肥料年産14万
4，000トソの規模をもっている。また1965年12月には外資4，686万ドル，内資40億Wを投入して韓国
肥料蔚山工場（第5肥料）が着工され，67年1月に始動している。この工場は1日にアンモニア590ト
ン，尿素1，000トソを生産する能力をもち，その外，化学工業，機械工業，運輸業などの関連産業部
門に対する波及効果は大きいものと期待されている。こうして化学肥料部門は1967年には，95万
3，000トソという生産能力をもつにいたり，国内需要の約70％を充たすことになった。
　セメント部門も1960年の生産能力72万トンから，1966年には，212万トンへと飛躍的に増大し，
国内需要はもとより，東南アジア市場へ積極的に輸出している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　石油部門では，自然条件に恵まれた人口5万程度の田舎町蔚山に，韓国唯一の石油工場が建設さ
れ，蔚山は蔚山工業センターとして重工業化への基地となっている。この蔚山製油工場は，アメリカ
のGul正Oil　C・mpanyとの契約で，1964年に完成し，日産3万5，000・ミレルの原油処理供給が可能と
なった。これにより，これまで毎年2，300万ドルの石油類を輸入しなけれぽならなかったのである
が，輸入原油の加工によって相当の外貨が節約されている。また楽喜化学株式会社・湖南製油では，
アメリカのCaltex　Oil　Companyと提携して，4，900万ドルの資本財借款と550万ドルの合弁投資によ
って日産6万バレルの原油処理能力をもつ第2製油工場を建設中である。
　機械部門では，強電機器，ケーブル施設，電子および通信機械，その他家庭用機器や施設が導入さ
れている。
　近代産業の糧といわれる鉄鋼業部門は未開拓に等しい。韓国の鉄鋼業のはじまりは，1918年の三菱
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の兼二浦製鉄所である。その後1941年に仁川重工業，1943年に三和製鉄所が建設されている・現在韓
国の鉄鋼生産能力は，製鉄8万7，700トン，製鋼42万3，000トン，圧延は69万5，　OOOトンへと飛躍的
に増大しようとする段階にある。1967年には，アメリカ，ドイツ，イギリス，デソマーク，イタリァ
など5力国の製鉄業界がlOO万トソの総合製鉄所建設のため「大韓製鉄投資共同体」を結成し，基礎
調査を行なっている。仁川製鉄ではドイツからの商業借款920万ドルをもって12万5，000トン規模の
工場を建設中である。1966年度の消費量41万トンのうち，16万7，000トンを輸入に待たねばならず，
外貨節約の点からも，第1次計画で達成することのできなかった総合製鉄所の建設は，第2次計画に
おける優先事業となっている。
　造船部門はここ数年間急速に成長しているけれども，計画目標の約50％を達成したにすぎない。
1961年の革命直後の韓国の船舶保有トン数はわずか28万トン程度であったが，1965年末には37万トン
に増加した。今日の船舶需要は輸送船18万トソ，漁船8万3，000トンであるけれども，今後経済の成
長にともなって，輸送用船舶需要ぱ51万3，000トソになるものと推定されている。したがって革新的
な対策を必要とするのであるが，韓国造船業部門ては，造船用機材の約50％を輸入に依存しなければ
ならない上に，70種類もの関連産業を併行的に開発しなければならないのであるから容易ではない。
　軽工業部門の成長にも著しいものがみられる。繊維工業では興韓化繊工場，韓一合同繊維工場の完
成などによって生産能力は倍加した。製紙部門の生産能力は6％成長したけれども，国内需要はまだ
充されていない。
　こうした工業部門の急速な成長において注目すべきことは，外国との合弁投資が積極的に押し進め
られていることである。すでに完成している第3，第4肥料，蔚山製油所，化学繊維，そして第2製
油所などは合弁投資によるものであるが，また直接投資も活発になってきている。たとえば，GEの
電気機器部品工場の建設，NCRの電子計算機組み立て工場の建設，フォードの自動車組み立て工場
の建設などがある。
　韓国銀行の産業生産指数によれば，1960年を100とするとき，1966年は201．・5となり，産業部門別で
は，鉱業が196．5，電気業229．0，製造業が200．9となっており，製造業の中でも輸送用機i器が559・0
で1位にあり，石油製品と電気機械がそれぞれ439．1，437．4とつづいている。もちろん高度の技術
水準と多額の資本を要する産業機械には生産増加はみられない。しかし電動機や変圧器は10倍以上
の増加を示している。
　電力は計画期聞中に著しい増加を示している。第2次世界大戦後，悪化の一途にあった韓国の電力
事情は大きく改善されている。甘川火力，春川火力，三防火力，蠕津江水力などの開発計画が1965年
に完成し，発電量は1960年の16億7，700万KWHから，1965年には32億5，000万KWHへ，そして1966
年には38億8，500万KWHへと著増している。こうした電力の開発にともなって1964年4月からは
「全面的無制限送電」が行なわれ，農・漁村の電化がみられるようになっている。
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B　産業構造の変化
　韓国経済の産業構造は，計画期間中に大きく変化し，近代化への基礎を形成しつつあるといえよ
う。
GNPに対する産業部門の構成比をみると，農林水産業は1961年の43．8％から66年には37．9％へ
低下し，鉱工業部門は14．9％から19．8％へ著増し，社会間接資本は6．4％oから9．2％へ増大している。
また住宅およびその他サービス部門は34．9％から33．1％へとわずかではあるが低下がみられる。こう
した構造変動の主導的役割を果したのは，鉱工業部門の著しい成長であった。
表（3－2）にみるように，1966年の鉱工i業生産指数は1960年と比較して2倍に増加している。この
ような鉱工業生産の顕著な増加の背景には，穀物価格が比較的に安定したため，穀物以外の消費財の
需要が相対的に増加したこと，これに誘発されて輸送用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱工業生産指数　　表（3－2）機械，セメント，エネルギ・一一一開発のための投資需要が増
加した。と，，たべ，ナ。擁などによる鞘瀬が急　　総醐鉱業墜雌i電気蓼
激に増加したことなどがある。
　国際的にみても，韓国の鉱工業生産の増加傾向はイス
ラエルと台湾を除けば最も高い。こうした鉱工業生産の
増加傾向が雇用機会を増加し，過剰人口を吸収して所得
向上をもたらしたことはいうまでもない。1960年の鉱工
業部門への就業者数は52万1，000人であったが，1960～
61年には94万人となり，1960～61年の間に41万9，000人
増加しているのである。
1960　　100．0　　100．0　　100．0
1961　　105．7　　113．4　　104．31
1962　　　123．5　　　134．6　　　121．8
　　　　　　　　　　　　　11963　　　139．8　　　153，6　　　137．8　1
3964　　　151．O　　　l69．　I　　　I47．2
i965　　　117，8　　　175．7　　　177．5　　　　　　　　　　　　　1
1966　　　200．2　，　196．5　　　200．9　　　　　　　　　　　　　1
lOO．0
104．3
116．5
130．1
】59．1
［9】 5
29．0
（出所）The　Bank　of　Korea，　Economic
　　Stat玉stics　Yearbook，　i　967．
　このように第1次経済5力年計画の主役をなしたのは，鉱工業部門であるが，その内部構成はどの
ように変化しているだろうか。鉱業生産指数は196．5で1960年に比して約2倍に増加している。最も
著しい上昇を示したのは，石炭工業である。1966年の生産指数は217．1である。つづいて199．1の非
　　　　　　　　　　　　　　　　金属鉱業で，最も低いのは金属鉱業である。いまや石炭鉱業は
　　　　鉱業生産指数　表（3－3）
　　　　　　　　　　　　　　　　本格的な生産体制にはいったとみてよいだろう。1966年の生産
　　　　　　　　　LtS　　　　石灰　金属　非金属
1960　　：　　100．O
I961　　1’　110．　O
　　Ll962　　1　137．8
1963　　　　165．9
1964　　179．3
1965　　　　191．6
1966　　　2】7．1
（出所）
】00．0
124．1
129，3
115．∠
129．9
124，8
131．8
100．O
ll3．2
］08．【
151．0
200．0
180．6
199．1
　The　Bank　of　Korea，
Statistics　Yeabook，1967．
は1，161万3，000トンで，そのうち国営企業である石炭公社が
470万4，000トン，民間企業が690万9，000トンを生産している
のである。こうした鉱業部門の成長は，中央選鉱場の建設，地
下資源開発のための地質調査・研究，9大単位炭座開発，輸出
鉱石に対する運賃の引下げ，鉱業開発助成資金の放出などの政
策によって促進されている。
　1966年の製造業の成長率は16．1％，成長率への寄与率は25．2
％で，まさしく成長の主役を演じている。この製造業部門にお
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ける比重は，繊維工業が最も大きく，27．1％の比重を占めている。しかし生産指数でみると，167．5
で全製造業の指数より低く，停滞傾向を示している。だが1961年には100万ドルにしか達しなかった
輸出額は，1966年には6，890万ドルに達し，韓国輸出総額の27％，工業製品輸出額の43％を占めてし、
るのである。しかし国内市場ではすでに停滞化の傾向を現わしはじめている韓国繊維工業は，（1）今後
も持続的に輸出を増大するための市場の開拓，（2）化学繊維原料の自給化の問題，（3）規模の大型化，労
働生産性の上昇による国際競争力の強化という今後の動向を支配する重要な問題解決に直面しなけれ
ぽならない局面にたたされている。
C　農業生産力と農家所得
　第1次経済5力年計画は，　「農業生産力の増大による農家所得の向上」を基本目的の1つとしてい
る。これによって農業部門に対する財政投融資は，造林，砂防事業，開墾，干拓事業を対象になされ
た。1963年頃からは，耕地整理事業が本格的に推進され，農業生産性の向上のみならず，農業機械化
への道を開いている。また1950年代末から衰えていた水利事業が新しい士地改良組合によって再びと
りあげられはじめた。
　化学肥料の供給は，農家の所要量全部が農協によって一手販売されるようになったので，価格変動
による農民の損失はなくなり，所要量の約半分まで前借が認められ，収獲を待って代金返済が可能と
なり，農民の負担は軽くなった。のみならず各種農業機器や農薬が国庫補助によって供給される一
方，　「農村振興法」によって農村振興庁が設立され，農業技術の普及，指導体制が整備されて可成り
の効果をあげている。また政府は，「農業改善事業」すなわち米麦中心の単作農業を抑え，養蚕，酪
農，乳牛，野菜などの輸出農産物の増産を強力に推進している。
　1961年後の農業政策において注目すべきは，「農産物価格政策」である。かって農村を疲弊に追い
こんだ「低穀物価格政策」　（1955年からの）を廃して，「農産物価格維持法」を制定して，政府が余剰
農産物を買い上げるようにし，また農産物担保融資を制度化した。米麦には「支持価格」を設定し，
その他の農産物には「予示価格制」による契約栽培の制度を実施しているのである。1966年には・
「農産物価格安定基金法」が制定され，200億Wの基金が準備されている。こういう価格支持政策に
よって農家の受取価格は支払価格を上回るようになり，農家家計の赤字化傾向は解消しはじめた。
　このような農業改善の過程において「農業協同組合」の果たした役割は大きい。1961年の「農業協
同組合法」によって，これまでの農業銀行と旧農協を統合し，信用事業と販売事業を兼業する新しい
農業協同組合を創設した。現在，農協はほとんど全国的な組織をもち，共同購販事業と短期・中期゜
長期の農業資金を供給して農業生産の向上を促進している。
　食糧生産の実績は，1966年には7，327m／tに達した。これは1945年に比較すると約4倍になる。ま
た米の単位当り収穫量は175kgから316kgに増加した。
　農林部の調査作成による『農業動向に関する年次報告」によると，1965年度における1戸当り農家
所得は11万2，000Wに増加し，都市勤労者所得の82．6％に達したと指摘しているが，都市と農…村の所
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得格差の大きさは実感としてこれ以上のものがあるように思われる。
D　INFRASTRUCTUREの拡充
経済の成長につれ，社会間接資本への需要は一層高まり，これが充足されないとすれば，ボトル・
ネックを生じ，経済発展のエネルギーは漏損してしまう。
　第1次経済5力年計画は，社会間接資本拡充の中心を産業鉄道網の拡張においている。1966年まで
に黄池線，永同線，東海北部線など7路線が施設を完了しているQ鉄道建設計画目標は234．7・kmで
あったが，実績は169．9kmにとどまり，約70％の成果にとどまっている。しかしディーゼル機関車，
客貨車の導入によって，鉄道旅客輸送は1960年の49億3，500万人から，1965年には69億1，700万人に
増加し，また貨物輸送量は1960年の32億8，300万トン／k皿から，65年には50億4，300万トソ／kmへと
激増している。
　一方通信施設も拡充され，また国産電話器工場の完成とともに，通信サービスはさらに向上しよう
としている。
　韓国の道路施設は，現在総延長3万4，476kmで，舗装率は5．6％，砂利道81．9％，未開通路12．5
％で，ほとんどが1～2車線の狭道である。道路輸送実績は，1966年に貨物5億7，400万トン／km，
旅客93億3，100万人／kmで，全国輸送量に対する道路輸送の負担率は，貨物9％，旅客52％とまだか
なり低い。しかし第1次経済計画の遂行による経済成長によって，1961年を基準にすれば，1966年に
は貨物が48％，旅客が71％増加している。したがって自動車の国産化，経済の成長にともない，道路
負担率は一層増加するだろう。
　一般に産業道路の拡充は，地域経済の開発を促進するのであるが，不思議にも，韓国のばあい，道
路のもつこうした開発効果はすくない。その原因は，道路そのものが軍事的性格が強い面もあるが，
さらに立入った調査研究を必要とするだろう。
E　輸出商品構成と外貨準備
　「増産・輸出・建設」というのは，第1次経済5力年計画」のスローガンである。ここにみるよう
に，計画期間中における韓国輸出総額の増加テソポには驚異的なものがある。1960年には3，240万ド
ルにすぎなかったのが，1965年には1億8，050万ドル，1966年には2億5，000万ドルに増加し，年平
均増加率は44％である。もちろん輸入依存度の高い韓国経済は国内経済が高い率で成長すれば，輸入
は急増する。しかし1964年と1965年は輸入の増加よりも輸出が急速に増加したのである。
　表（3－4）にみるように，輸出商品構造は，全輸出品目のうち工業製品の占める比率が63％にまで
達しているのである。工業製品のうち，輸出増大の主要品目は，織物，合板，銅板，タイヤ・ゴム製
品などで，その他水産物，生糸，鉄鋼，重石，金属鉱などである。1966年の輸出総額2億5，000万ド
ルの中には，軍納実績5，829万5，000ドル（これは目標額5，000万ドルを16，6％超過している）がふくまれて
いるQ
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　商品別輸出実績をみると，軽工業製品i億6，020万1，000ドルで輸出総額の63％，水産物3，687万
2，000ドルで14．　4％，鉱産物が3，335万4，000ドルで13．2％，農産物が2，408万5，　OOOドルで9・　4％とな
っている○
　地域別実績をみると，米州地域1億119万2，000ドル，アジア地域が1億500万2，000ドル，欧州地
域が3，054万2，000ドル，アフリカ地域が632万6，000ドル，大洋州が257万ドルとなっている。
　一方外貨準備高（1967年1月14日現在）は2億4，470万ドルで，昨年末に比較して890万ドル増加して
いる。外貨準備がこのように増加した原因の1つは貿易外収入が海外からの送金によって増加したこ
とがあげられる。ドイツへの鉱夫，看護婦，南ベトナム派遣技術者をふくめたlJE　4，000人によって
送金された外貨は1，2000万ドルに達している。またこのほか軍納用役が増加したことも原因の1つを
なしている。
輸出商品構造表（3－4） 外貨保有高推移　表（3－5）
　　　　　　（単位：1，000米ドル）
1960
1965
1966
（資料）
1工業製品　鉱産物・農・水産
22．0％
62．3％
63．0％
78．0％
37．7％
37．0％
韓国商工部。
金測
1961　　　　205，206
1962　　　　166，793
｝963　　　　129，633
　　　金　　額
1964　　　　128，900
1965　　　　138，296
1966　　　　235，800
（出所）　The　Bank　of　Korea，　Economic
　　Statistics　Yearbook，1967．
注
（1）のみならず政治的安定と経済開発そして近代化の可能性への自信を国民にいだかせ「他人の援助によらず
　して生きる国」という国民的意識を高揚させたことは大きい。また国内に多くの論議をよびおこしたが，
　「韓米行政協定」の調印，「日韓条約」の締結など国際的連帯を強化し，経済外交の推進による海外市場の
　開拓は輸出増大を結実させ，また韓国に対する国際社会の認識を高めさせている。
（2）日本セメントの中心的な輸出市場である東南アジア向け輸出は最近目立って減少しはじめている。1968年
　上期（4～9月）は昨年の同期に比して】6％の減少となっている。これは主として韓国，台湾などの急速な
　セメント工業の育成と東南アジア市場向けの安値攻勢によるものである（日本セメント協会）。
4　日韓経済協1力
　過去20年間におけるアメリカの韓国に対する経済援助額は約40億ドルに達している。援助額は表
（4－Dにみるように，1957年の3億8，000万ドルをピークにして，その後減少し，1965年には，1
億3，000万ドルへと減少している。これが1971年になると，援助は打ち切られ，PL　480号による余
剰農産物援助もまた1965年の7，000万ドルに対して3，400万ドルに半減することが明らかにされてい
る。
　米国援助が韓国経済に占める重要性は極めて高く，第1次計画の遂行も大きく米国援助に依存して
いる。このような韓国経済にとって米国援助が年々減少することは，ますます必要となる外資を長期
資本の導入で補わざるをえなくなっている。
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米国対韓援助総額　表（4－D
　　　　　　（単位：1，000米ドル）
幽受入輝 援助受入総額
1947
1948
1949
】950
195】
1952
1953
1954
1955
1956
58，　7061
106，542　1
16］，　327
194，170
　　　i153，925　1
236，707　t1
326，705
｝ll：：；1　］：；gg　l
i16，5。9：：19591
　　　1　　　　　　　　　1960
961
1962
】963
964
1965
1966
382，893
32】，272
222，204
245，393
199，245
232，310
216，446
149，331
131，441
（出所）　The　Bank　of　Korea．　Economic
　　Stat量stics　Yearbook，1966．
　米国の対韓援助が年々減少するにつれて，韓国の経済
協力は質的変化と多角化現象を示している。すなわち，
1960年代になると，これまで対米一辺倒であった経済協
力は，日本，西ドイツ，フランスなどヨーロッパ地域に
拡大して多角化し，協力の主軸も無償援助から資本協
力，直接ないし間接投資に転じている。質的には1無償
援助が減少して，長期借款それも償還負担の大きい商業
借款が増加し，軽い財政借款が減少しているのである。
また国別経済協力の比重にも変化がみられ，1964年にぱ
米国が3，800万ドル，西ドイルが2，000万ドルで，両国
が主体をなっていたのであるが，1966年には米国が1億
2，　OOO万ドル，日本が1億1，000万ドル，西ドィッ3，300
万ドルとなり，日米両国が主体をなすようになった。
　このような事情の中で，最も期待されているのが，「日韓経済協力」である。「日韓協定」により
日本海外経済協力基金を通じ，10力年間に分割供与される長期低利借款2億ドルのうち，1億ドルと
「3億ドル以上」といわれる商業借款は，1967～71年にかけJi［の第2次経済開発5力年計画において
必要とされる長期資本導入総額8億3，000万ドルのうちの約50％を賄うことになるのであるから，こ
れはまさしく，これまでの米国援助にかわる日韓経済協力に大きく依存しようとしている。
　1965年6月22日，日韓協定の締結によって国交は正常化し，日韓経済協力は韓国経済の開発におい
て欠くことのできないものとなっている。
　日本の韓国に対する経済協力の主体は，無償協力，有償協力（財政借款），民間信用（商業借款），か
らなりたっている。1968年3月末現在，導入された資金総額は，無償資金5，200万ドル，財政借款
4，200万ドル，商業借款1億5，100万ドルで，計2億4，500万ドルに達している。
A　請求権資金
　日韓協定による対日請求権資金は，無償資金3億ドル，有償資金（財政借款）2億ド、ル，合計5億
ドルである。これを1965年12月18日から向う10力年間に韓国政府に供与することになっている。しか
も資金は実施年度（12月18日から翌年の12月18日まで）の請求権資金実施計画案について日韓両国が合意
してはじめて計画に即して使用されることになっている。
　韓国では，この資金の運用について，原則として，農林・水産業の振興，原材料・資財の導入には
無償資金，中小企業，基幹産業，社会間接資本の拡充には財政借款を使用することにしている。
　資金の実際に導入された金額は，1968年6月末現在，1億310万7，000ドルで，このうち無償資金
が5，703万4，000ドル，財政借款が4，607万3，000ドルである。
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B　商　業　借　款
　日韓協定にともなう交換公文によって定めている民間信用にもとつく商業借款は，いわゆる「3億
ドル以上」となっている。これは，国交正常化以前に韓国に与えていた7，600万ドルを含む一般プラ
ント資金1億8，000万ドルと，漁業協力資金9，000万ドルと，それに加えて船舶導入資金3，000万ドル
からなるものである。その後，韓国の強い要求によって新規一般プラソト資金として2億ドルが追加
され，現在商業借款の枠は5億ドルとなっている。
　商業借款ベースによる資金導入実績は，1968年6月末現在，2億3，870万6，002ドル（46件）で，国
交正常化以前に導入されたものが，7，590万ドルである。
C　漁業協力・船舶導入盗金
　交換公文にもとつく商業借款3億ドルのうち，漁業協力資金すなわち沿岸漁業4，000万ドル，遠洋
漁業5，000万ドル，計9，000万ドルと船舶導入資金3，000万ドル合計1億2，000万ドルは，日本政府の
好意的な配慮によるものである。韓国では，この資金1億2，000万ドルのことを「協定借款」とよん
でいる○
　このように「日韓協定」の締結，国交正常化にともなって，日韓経済協力は活発になっている。日
本経済の新市場開拓意欲とアメリカの対韓援助削減にともなう韓国経済の対日依存傾向の強化によっ
て，借款はその限度をオーバーし，また韓国政府の支払保証能力も限界に達している。こうした日韓
経済協力について，韓国業界は政府，銀行の麦払保証なしに業者間信用による取引を要望しているの
に対し，日本業界は政府支払保証を要求しているのであるが，韓国財務部は今後の対外支払保証はす
べて市中銀行に一任することを明らかにしている。また韓国国内資金不足のため，「工場はできたが
遊休状態」という事態を避けるために現金借款が現われはじめている。これは運転資金としての借款
であるが，こうした現金借款を無制限に認めるとなると，韓国国内の金融秩序は撹乱されるおそれが
ある。また日本は借款を与えるとしても，バランスシートを度外視することはできないし，韓国は民
族資本までを担保にして借款することはできないだろう。アメリカの対韓援助の漸減，それに代る日
韓経済協力の活発化，所要外資の増大などにともなってこうした多くの問題が生じてくるのである
が，これに対して韓国政府はこれまでの外資導入に関する　「外資導入促進法」，長期決裁方式による
「資本財導入に関する特別借置法」，「借款に対する支払保証法」などを整理統合して，「外資導入
法」を制定し，外資導入を促進するとともに，それにともなう問題処理のため法律体系を整理してい
るのである。今後韓国に対する借款，延払い輸出，投資などはすべてこの法律によって規定されるわ
けである。
　この法律によると，
　1．　外国人による投資制限の撤廃。
　2．直接投資による果実送金の制限の撤廃。
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3．　外国人による直接投資の認可制の採用。
4．直接投資において準備金および再評価積立金の資本転入，合併，相続，株式分割などにより，
　外国投資家が株式持分を引き受け，または取得したときは，申告のみでよい。
5．　政府支払保証にしたがって取得した担保物件の処分は，国税滞納処分の例に従う。
6　政府は支払保証を受けた企業の経営状態と財産を監査することができ，必要な借置を要求する
　ことができる。
7　政府が支払保証した企業の役員は，政府に対するすべての損害に対して連帯責任を負う。
8　刑罰は罰金刑を主とする。
9　政府支払保証による毎年度の元利金償還額は当該年度の外貨総収入額の100分の9を超過する
　ことはできない。　（したがってこれまでの外国人投資の制限はなくなったのであるが，これによって外資
　の無制限流入はチェックされるようになっている）。
10現金借款，資本財導入の利子，およびその他所得に対する所得税，法人税は免除され，技術導
　入契約に対しては期限付減免の借置がとられる。
となっており，これらは注目すべき主要な点である。
D　外資導入の実績
　表（4－2）より明らかなるように，AID，　DLF，　IDAはすべてアメリカ・スウィッチで導入される
わけであるから，これをアメリカ外資にふくめると，アメリカは総額の60％を占めることになる。つ
づいて日本が24．95％を占めている。42．29％のAIDは今後順次削減されるわけであるから，日本の
占める地位は一層高まるだろう。1966年未現在の外資導入額は6億8，000万ドルで元利金総額は8億
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5，500万ドルに達するのである。年間の元利
　　　　　　　韓国外資導入統計　表（4－2）
　1966．6．17　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万ドル）
国名確定降進中合計1醐比％?????????ァ??? ???
?
? ー???????????????????? ?? ????T22，987
77，369
　1，969
35，503
81，496
　2，115
　2，775
　304
　224
　　102
192，832
　6，746
14，000
71，0711
8，　264
　　　1
12，500
6，890
4，600
136，086
194，　058
85，632
　1，969
48，003
88，386
2，1］5　1
　7，375
　　304
　　224
　　102
328，918
　6，746
14，000
24，95
11．01
0．25
6．17
】】．36
0．27
0．95
0．04
0，03
0，0】
42．29
0．87
1．80
総 計［538，421　239，41】　777，832　］OO．　OO
　i
（資料）　韓国経済企画院Q
金償還額は1965年が740万ドル，1966年が
2，540万ドル，1967年が3，717万ドル，そし
て1971年にはア，170万ドルに達するのであ
る。1971年に，これだけの金額の元利償還が
できるためには，「外資導入法」第26条の規
定により，韓国の外貨総収入が8億ドル以上
に達しなければならない。第2次計画は基本
目標のiつとして，輸出7億の達成を掲げて
いるが，これを上回る8億ドルの外貨収入の
達成はかなり困難であるといわねばならな
い。これだけをとってみても，韓国経済の外
資導入にはゆきすぎがみられ，外資導入計画
の失敗，それにともなう国内経済への悪影響
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など多くの困難な問題が生ずるものと懸念されるのである。
E　日韓貿易の不均衡
　日韓の国交が正常化して，両国間の経済協力が急速に進展するにつれ，日韓経済協力の問題点は借
款問題から日韓貿易不均衡是正の問題へと変わってきている。開発途上にある韓国経済としては，過
度の借款に依存することは悪循環を招き，経済成長の基盤をも破壊する恐れがあるので，借款に替る
貿易の拡大が望ましいことはいうまでもない。しかし「南北問題」や「国連貿易開発会議」において
論議されているように先進工業国による関税の引下げ，輸入クウォーターの増加などによっての1次
産品の買付けなくして，開発途上国の輸出の拡大を図ることは不可能であろう。
　日韓貿易は主として日本側の重化学工業製品と韓国側の1次産品による交易である。日本の対韓輸
出は，1964年には1億1，000万ドル，韓国の対日輸出は3，815万ドルであったのが，1966年には日本の
対韓輸出は2億9，379万4，000ドル，韓国の対日輸出は6，629万3，000ドルへと拡大しているものの，
韓国の対日貿易の輸入超過を示す貿易不均衡率は，年々累積的に増大し，ig64年の2．9：1，1965年の
3．8：1，1966年の4．4：1，そして1967年には5．7：1となっており，今後ますます拡大する傾向にあ
る○
　このような不均衡の根本原因は，韓国経済構造が大きくは「高度異質化の構造関係」にありなが
ら，日本経済の中小工業部門および第1次産業部門と同質的な構造関係をなしているためである。韓
国政府はこうした日韓貿易不均衡の改善こそ日韓経済協力の大前提であるとして，（1）1次産品の輸入
制限の撤廃，（2）保税，加工輸出品に対する関税の引下げを要求しているのに対し，日本政府は本格的
な経済協力の主軸を直接ないて間接投資におき，「投資環境の整備」こそ経済協力の大前提であると
して，「租税協定」，「工業所有権協定」，「海運協定」の締結を主張している。
　これら問題はすべて双方の国内経済に重大な影響力をもっているため，原則的には互いに是認しな
がら，実務的な接触を通じて問題の具体的解決を図ろうとしているけれども容易ではない。このよう
に日韓経済協力はこれまでの借款から貿易の増進，合弁投資，技術協力へ転換しようとする新しい段
階にある。
5　借款に依存する悪循環
　第1次経済5力年計画の目的は「経済自立の基盤」を構築することであった。さきにみたように，
たしかに計画期間中におけるGNPは年平均8．5％という高い率で成長し，また1961年以前の韓国経
済が無気力的な援助依存経済であったのに対して，ともかくも電力，石炭，石油，肥料，セメソトな
どの生産基盤を建設し，経済構造も目立って工業化されたことは，第1次経済5力年計画の成果であ
る。しかし果たして第1次計画によるこのような変化は「経済自立への基盤」を構築しているとい
えるだろうか。そこには重大な問題を放置していないだろうか。
　問題は，　「統計現実化」といって主要な経済指標の統計がしばしば改変されることにもあるが，ノ
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国内総投資と資金源泉
1953
】954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
196】
1962
1963
1964
1965・
1966
総投資率
一一一一一％
　　15．5
　　11．6
　　11．7
　　9．6
　　15．4
　　12．6
　　10．5
　　10．4
　　12．5
　　12．4
　　18．】
　　13．5
　　］3．2
　　18．2
1953～
1961の1　12．2　　　1ヱ均個
1962～
1966の　　15．1
平均値
　　　表（5－D
繹塞響蓄箋
　％　　　　％　－
　　8．7　　　　6．8
　　6．1　　　　5．5
　　4．4　　　　7．3
－L6　　　　1　L　2
　　5．4　　　　10．0
　　4，5　　　　8．】
　　3．5　　　　7．0
　　2．】　　　　8．3
　　4．3　　　　8．2
　　0．8　　　11．6
　　7，0　　　11．1
　　6，5　　　　7．0
　　5．8　　　　7．4
　】0．5　　　　7．7
　　4，1　　　　8．1
　　6．1　　　　9．0
（注）　統計上の不一致は海外貯蓄にふく
　められている。
（出所）　韓国経済問題研究会r韓国経済
　　研究』第】巻第1号が，韓国銀行
　　　『経済統計年報』1966年版より算
　　出したものに1965年度数値を訂正
　　　し，1966年度統計を加えた。平均
　　値は筆者が算出したものである。
な借款の経済成長効果は，総体的に需給均衡しながら，
ズムにおいて国内貯蓄→投資→資本蓄積→生産の拡大→供給→GNP→国内貯蓄という循環が拡大的
に機能するように貯蓄率が増加していてのことであり，借款を返済できるように借款の効率を高めう
るようなメカニズムが整備されてのことである。もしそうでないとすれば，経済自立の基盤はいつま
でたっても形成されないだろう。
　韓国経済における平均貯蓄率は6％であるが，6％の貯蓄率では経済を急速に拡大することはでき
ない。それだからこそ借款が必要になるのであるが，国内資金が不足がちであるのに，多額の借款を
もって急速な工業化を図ろうとすれば，「工場はできたけれども，運転できず」で，現金借款は不可
避的に増大せざるをえず，需要のみ拡大されがちになる。韓国経済には「貧困の悪循環」を形成する
「需要の不足」はなく，むしろ過大である。したがってヌルクセのいうような「悪循環」の環は完結
していない。だが援助・借款投資は供給拡大効果よりも需要拡大効果を大きくし，需要は供給を上回
り，インフレーション基調は根強く持続されている。1961年から1966年までのソウル消費者物価の上
昇率はH5．2％である。このようなインフレーシ。ンは貯蓄率を減少させて，投機を刺激し，経済を
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層重要な問題は表（5－Dが示すように国内総投資の資金
源泉にある。この表によると，1962年から1966年までの年
平均投資率は15．1％となっており，そのうち国内貯蓄率は
6，1％，海外貯蓄（外資）率は9．0％であり，総投資の約60
％が海外貯蓄に依存しているわけである。1953年から1961
年にわたる9力年間の年平均投資率は12．2％で，そのうち
国内貯蓄率は4．1％，海外貯蓄率は8．1％である。海外貯
蓄は総投資の約66％を占めている。1953年から1961年にか
けての割合と1962年から1966年にかけての割合との間には
6％の増加がみられるが，これは1966年の国内貯蓄率が前
年のほとんど倍近く増加してtO．　5％となったことによる。
ところが1966年の10．　5％；という国内貯蓄率の内容をみる
と，海外就業所得すなわち南ベトナム派遣軍人，技術老，
労務者および西ドイツ派遣労務老の送金急増によるところ
が大きいのであって，長期的な期待のもてる貯蓄率ではな
い。こうした海外特殊事情にもとつく分を差し引いて考え
るならば，外資依存の傾向は，1961年以前と第1次経済5
力年計画後とではほとんどみるべき変化は生じていないと
いえよう。
　　　（2）
　国際収支の天井が低く，しかも極めて貧弱な韓国経済に
とって借款のもつ経済成長効果は大きい。しかしこのよう
　　　　　　図（5－Dに示された経済綜合循環のメカニ
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韓国経済の基本的機構図（5－D
　（援助）
（貝柾文借款）
援助
借款
国際収支
拡大する「自己強化反応」を抑圧することはいうまでもないだろう。
　「経済自立への基盤」とは，国内貯蓄，したがって投資が循環の機構を拡大するように機能するこ
とのできる機構を構築することである。第1次経済5力年計画の成果としてのGNPの成長はこのよ
うな自己強化反応を十分強化していない。GNPの急速な成長は，借款投資→資本蓄積→生産の拡大
→供給→GNP→需要という径路においての発現であり，韓国経済自身の自己強化反応，自己形成力
としての国内貯蓄→資本蓄積→生産の拡大→供給→GNP→国内貯蓄の循環を拡大強化するようには
十分作用していない。のみならず借款に主体をおく急速な工業化は，韓国経済の体質として高い輸入
依存によって輸入を激増させることになるから，国際収支に重圧を加えるだろう。借款の返済が本格
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的にはじまる1971年以降にはますます大きな圧力となり，これを避けるには強力な輸出の拡大を図ら
なけれぽならない。しかし輸出の拡大は相対的に需要の超過を増大し，物価の高騰を招き，貯蓄率は
減少し，経済の自己拡大機能は否定的作用をうけるようになるだろう。これは借款に依存する悪循環
である。
　アメリカの対韓援助政策の質的転換にともない韓国経済は，急速な工業化をおし進めるためにます
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
ます借款に依存しなければならない反面，借款は借款による悪循環をもたらすというジレンマにたた
されているのである。
　注
　（1）たとえば，経済成長率については，1963年度の成長率は1964年発表の統計にょると6．8％であったのか・
　　1965年の発表によると9．3％に引き上げられ，1964年度の成長率も，1964年当時の発表は6．9％であったの
　　に対して1965年発表では8．9％となっている。このように，重要な経済指標が年々変更されるため，当初の
　　計画において年平均目標成長率7．1％を達成するために年平均投資率22．9％が必要投資率として計画された
　　　のであるが，これが年平均成長率は8．5％に増加したのに対して平均投資率は13．9％と低下している。これ
　　　らはたしかに「主要経済統計数値の操作」に疑問をいだかせずにはおかないだろう。
　　（2）中川信夫氏は1966年度統計によって，1962～65年の年平均投資率13．9％の内訳をみると，国内貯蓄率48
　　　％，海外貯蓄率9．1％で，投資の％は外資依存であり，これは1953～65年の】3年間にみられる年平均国内貯
　　蓄率4，3％，海外貯蓄率8．3％と全く一致していることを指摘している。（中川信夫『第ニラウンドを迎え
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　た韓国経済』エコノミスト，昭和42年7月11日号，43頁）。
（3）1966年末の外資導入額は6億8，000万ドル，元利金総額は8億5，500万ドルセこ達している。この償還の大部
　分が第2次経済開発5力年計画以降になるわけである。年間償還の規模は1967年3，717万ドルから1971年に
　は7，170万ドルに達するものと推定されている。
（4）米国の韓国に対する防衛支援援助は，「韓米相互防衛条約」（1953年10月1日締結）によるものである。
　これによれば，「太平洋地域における地域的安全保障の一層包括的かつ有効な制度が発達するまでの間，平
　和および安全保障の維持のための集団防衛のために，両国の努力を強化する」ことになっているが，日韓条
　約の締結，韓米行政協定の締結，とくに太平洋連帯圏構想の推進，アメリカのドル防衛などとの関連におい
　て，アメリカの対韓援助政策は明らかに質的な転換の局面にはいっている。
6　悪循環からの脱出は可能か
A第2次経済5力年計画の輪郭
　第2次経済5力年計画は，多数の外国専門家の諮問をうけて作成され，1967年から1971年にかけて
の韓国経済運行の重要な指針をなすものである。この第2次計画は，第1次計画遂行の途中で画一的
な統制要素を導入して失敗した貨幣改革および価格統制を教訓として生かし，　「市場経営の原則を忠
実に守り」民間企業の自由を助長し，企業の創意と意欲を期待しながら，GNPは年平均目標成長率
7％を達成し，1981年には1965年GNPの約3倍に拡大された「完全な自立経済」を実現しようとす
るものである。
　第1次計画同様に，第2次計画の基本目的は，「産業構造を近代化し，自立経済の確立をいっそう
促進」することである。このための重点的目標としてつぎの6項目を掲げている。
　（1）食糧の自給自足を達成する。
　②　化学・鉄鋼および機械工業を振興させ，高度の工業化への基礎を築く一方，工業生産を倍増さ
　　せる。
　（3）7億ドルの輸出を達成して輸入代替を促進し，画期的な国際収支改善の基盤を確立する。
　（4）雇用を増大する一方，家族計画事業を推進して人口の膨張を抑制する。
　（5）国民所得を画期的に増加させ，とくに農家所得の向上を計る。
　⑥　科学および経営技術を振興させ，人的資源を培養して技術水準と生産性の向上を計る。
　計画は，こうした重点的目標を達成するときの197］年の韓国経済の図像を詳細に描いているが，そ
の主要なものをあげよう。
　GNPは計画期閤中，年平均7％の成長率を目標にし，産業構造の近代化を促進するため農林水産
業部門は年平均5％の成長を達成して，1971年々こは1，020万トンの「食糧自給化」を実現する。一方
鉱工業部門は，年平均10．7％の成長を実現しながら重化学工業化を押し進め，1971年の産業構造の部
門別構成比は，農林水産業部門34％，鉱工業部門39．2％，社会間接資本およびサービス部門26．8％と
なることを目標にしている。
　輸出面においては，商品輸出は5億5，000万ドルに増大し，貿易外収支は1億6，900万ドルになるも
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のとみており，また雇用，生産性ともに増加して，失業率は5％以下になるものとされている。
B　その問題点
　さきにみたように，韓国経済は第1次経済5力年計画によって相当程度の軽工業化を推進したので
あるが，基幹産業としての重工業部門の開発はその多くを第2次経済5力年計画に委ねなければなら
なかった。
　第2次経済計画は表（6－2）が示すように鉱工業とくに重化学工業の育成に重点をおいている。そ
のための必要財源として9，800億Wが計上され，資金調達の源泉は表（6－［）が示すように国内貯蓄
3，771億W，海外貯蓄3，771億Wとなっている。これは第1次経済5力年計画期の海外貯蓄への依存
とは逆に，国内貯…蓄61．5％，海外貯蓄38．5％となる。
　第2次経済5力年計画によって「外資に依存する悪循環」からの脱出が可能かどうかは，実にこう
した国内資金の調達が可能かどうかにかかっている。第2次経済5力年計画の成否を決する問題であ
る。この国内資金調達と関連して問題は3つある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源配分計画表（6－2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億W）　　　　　　資金調達源泉表（6－1）
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　第1は，これまで援助・外資に依存して悪循環を形成している韓国経済が内部的諸条件の成熟をみ
ずして，この国内資金をいかに調達するのか。長期延滞貸付，特恵融資，偏重融資などの金融機関の
慢性的な弊害，株式の大衆化を阻害している同族的株式会社形態などの問題をかかえて，国内資金の
調達機構をどのように整備拡充するのか，極めて重要な問題である。
　第2は，第1次経済5力年計画同様，第2次経済5力年計画においても計画期間中における「物価
水準の動向」についての見通しがなされていない。計画は物価問題を全然とりあげていない。物価問
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題は国内資金調達とも直接に関連している。とくに第2次経済計画が重化学工業の育成に重点をおく
とき，これまでのインフレーション基調を助長する懸念は大きい。のみならず物価の騰貴について確
固たる見通しと対策を明らかにしない投資資金計画は，とくに韓国経済のようにインフレ基調の経済
では，狂ってしまうことは当然予想できることである。
　第3は，軍事費である。これまで韓国の軍事支出はアメリカの軍事支援援助による「見返り資金」
によって約50％をひきあてにしてきた。このアメリカ援助は急減して，1971年には，見返り資金比率
は15％となり，軍事支出の85％は韓国自から負担しなければならなくなる。一方では現有軍事力の装
備を近代化しなければならない時期に達している。現有水準を維持するだけでも毎年約400億Wを必
要とするのであるから，こうしたアメリカ援助の減少，軍事費負担の増大は計画財源の調達に可成り
の圧迫を加え韓国経済の運行に大きな影響をおよぼすことが｝想される。
　要するに，韓国経済は第1次・第2次経済5力年計画によって急速な工業化を押し進めようとして
いるけれども，self－sustaining　economic　growth，つまり1人当り所得の成長が韓国経済社会に根をお
ろし，資本の蓄積，技術の改良を促進する自動的なメカニズムをみるには，まだ相当の時間を要する
だろう。のみならず，こうした韓国経済の自動的な自己強化のメカニズムは物的資本の蓄積を目指す
経済計画のみでは形成されない。企業や個人が革新的な創意を十分発揮できる政治的安定と行政の平
等化および最小限度の経済外的な危険の中で，生産と資本蓄積が行なわれるような政治的・制度的
framew・rkが必要である。朴政権以来，政治的には相当安定化しているけれども，その他の諸条件は
特殊な国際ヒの問題もあって極めて貧弱といわなけれぽならない。
　韓国経済は確かにindustrializationを必要とする。しかし「工業化」とは，なにも「近代工場施設」
を建設することだけではなく，あらゆる生産過程に合理的approachを押し進めることであり，経済
活動に合理性が浸透するよう経済社会の機構を変革することである。これは経済・社会の根本的変革
を意味する。こうした国内転形にとって重要なことは，工業化の推進であるが，それは，企業間およ
び企業内における労働の特化と分業による生産の組織化を特色とする工業化が競争過程を通じて資本
蓄積を促進し，生産技術の改良，新しい経済技術の採用，熟練労働の育成などを刺激し，経済の機能
が自律的に成長を促進するメカニズムの形成に役立つからである。
　周際経済における貿易自由化の基調は，開発途上国の国内転形，工業化に必らずしも促進的に作用
していない。むしろ阻止的である。それ故にこそ工業化を促進する援助が問題になるのであるが，な
によりも工業化の原動力は資本蓄積である。
　韓国経済は不足する国内資本をいろいろな形の援助と借款によって補い，計画的に経済成長を促
進しようとしている。しかし問題はこうした経済計画がmacroeconomic　aspectsのみを重視して，
micr・economic　aspectsを疎それにしがちな点である。国家キ渉なく自由競争・が支配し，　W．・W．　Rostow
のいう「自力によるtake－off」ならぽ，　macroeconmic　aspectsとmicroeconomic　aspects　lま正の相関関
係をなすから問題はない。しかし韓国経済は援助と借款に刺激されたmacro的「take－off」の過程にあ
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り，援助と借款にc・ntr・1されたrtake・・ff」であって，　microeconomic　aspectsで1よ「take－・ff」してい
ない。こうしたmacroとmicroのi乖離は所得の不平等化，不合理な資源の配分をうみ，経済発展を
阻害するだけでなく，高じると政治的不安定化をもたらすかもしれない。韓国経済がmicr・的にも
rtake－・ff」するには，援助・借款が国内資本蓄積にswitchされなければならない。第2次経済5ヵ
年計画において最も重要な点はこうしたswitchoverの過程であり，　microeconomic　aspectsの計画化
であり，macro　aspectsとmicro　aspectsとの調整である。このためには輸出の増大，つまり先進国が
輸入を増大する「貿易」という形の援助がなければならない。日韓貿易の不均衡是正の問題も，純粋
に貿易上の問題としてではなく，「貿易援助」（trade　assistance）という観点から問題解決されるべき
であり，同時に高い次元からの両国の競合的な経済構造部分の調整を図らなければならない。しかし
そこには政治的・制度的な側面における最小限度の平準化を必要とするだろう。いずれにしろ韓国経
済は日韓経済協力に大きく依存してくるが，協力の中心は「貿易援助」の方向にあるといえよう。
The　Growing‘‘Korean　Economy”
Shyohachiro　Goto
　　This　paper　discribes　an　overall　picture　of　the　economic　devdopments　in　Korea　during　1962－66．　and
deals　with　some　probrems　of　the　growing‘‘Korean　economy”．　In　this　period　Korean　economy　has
achieved　a　relatively　high　growth　rate　of　8．5per　sent　which　exceeds　the　target　rate　of　growth　proposed
by　the　F互rst　Five－Year　Econolnic　Plan．　This　is　mainly　consequence　of　a　rapid　expansion　in　secondary
industries．
　　The　composition　percentage　in　Gross　National　Product　of　secondary　industry　rose　to　19．8per　cent
and　social　overhead　capital　to　9，2per　cent，　while　that　of　primary　industry　fell　to　37，9per　cent　and
tertiary　industry　to　33．】per　cent．　The　rate　of　domestic　capital　formation　rose　to　about　6．　O　per　cent
and　the三ndustrial　structures　were　considerably　modernized．
　　From　a　macroeconolnic　point　of　view　Korea　has　created　the　take－off　sustained　by　foreign　aid　and　debt・
but　has　not　arrived　at　the　stage　which　growth　per　capital　income　was　internalized　in　the　economic　syste皿
through　automatic　mechanism　promoting　accumulation　of　capital．　The　attainment　of　automatic　ecollomlc
growth　requires　the　self－generating　and　the　self－reinforcing　mechanism　in　Korean　economy，　but　such　a
mechanism　can　not　be　established　by　the　economic　planning　oriented　toward　material　capital　accumulation・
　　It　is　the　most　important　in　the　Second　Five・Year　Economic　Plan　to　distinguish　between　two　maJo「
aspects　of　the　acceleration　of　economlc　development，　macrodynamic　and　microdynamic，　to　adlust　these
two　aspects．
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